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（一社）東京都産業資源循環協会は、令和 3 年 5 月 27 日㈭ 15 時から、エッサム神田ホー
ル２号館（千代田区内神田）において、第 9 回定時総会を開催した。新型コロナウイル
ス感染拡大防止のため、昨年に続き規模を縮小しての実施となった。	（取材　塩沢 美樹）

第 9 回  定時総会を開催
令和２年度 事業報告、決算報告

1	 定足数報告
司会の鈴木眞吾 事務局長より、本日現

在の正会員数は 546 名、出席正会員数は
委任状及び議決権行使書を含め 407 名

（出席率 74.5％）であり、本総会は適法に
成立したことが報告された。

2	 開会
都築建 常任理事が開会を宣言し、続い

て、鈴木宏和 会長が仮議長に就いた。
3	 会長挨拶
鈴木 会長は「本日は、新型コロナウイ

ルス感染防止のため、出席者を最小にさ
せていただきながらの開催とし、総会後
の表彰式も懇親会も中止といたしました。
7 月には都議会議員選挙が行われますが、
顧問の先生方を本日お呼びすることもで
きません。ご了承願います。本総会では、
令和２年度事業報告ならびに決算報告を
ご審議いただくこととしております。新型
コロナウイルス感染防止のため多くの事
業を中止せざるを得ず、収益が大きく減
少するなか、実施事業を絞り込んだ結果、
最終的な収支決算額はプラス３万円とな
り、一安心というところです。これらの事
業報告及び決算説明をこのあと行います。
皆さま方には、活発なご議論と円滑な議事
進行へのご協力をお願いいたします。」な
どと挨拶した。

4	 議長選任
定款に基づき、鈴木 会長が細沼順人 

副会長を議長に指名し、承認された。

議長は議事録署名人に二木玲子 常任理
事、松本卓夫 理事の 2 名を指名し、承認
され、議案審議に入った。

5	 議事
報告事項 	 令和２年度事業報告

木村尊彦 専務理事が、議案書に基
づき、令和２年度の事業報告を行った。

第 1 号議案	 令和２年度決算報告承認の件
木村 専務理事が、議案書に基づき、

当期における決算内容を説明し、承認
を求めた。続いて山﨑隆一 監事より、
決算並びに理事の業務執行につき監査
した結果、いずれも正確妥当であるこ
とを認めた旨を報告した。

議案は、別段の異議なく、承認可決
された。

以上で本総会における報告及び議案
の審議を終了した。

6	 閉会
森雅裕 常任理事が閉会を宣言し、本日

の全日程を終了した。

議長の細沼副会長（右）、説明者の木村専務理事

第 9 回定時総会

令和２年度 事業報告・決算報告（概要）

１．適正処理・資源循環推進事業
（1）	調査研究事業

1)  調査研究
業界が直面する課題解決や国・東京都などへの提案を行っていくため、委員会で

の検討、関係機関との意見交換会の開催など調査研究を行い、協会としての取組方
針の策定や要望書の提出等を実施した。

2) 普及啓発
調査研究等により得た結果や情報等については、機関誌「とうきょうさんぱい」や

ホームページ、各種研修会、相談業務を通して提供した。

（2）	研修事業
1)	一般研修事業

適正処理とリサイクルを広く推し進めていくため、会員に限定しない、広く開かれ
た研修会などを行うものだが、感染防止のため、限定した開催となった。

2)	講習会事業（許可申請等に関する講習会）
（公財）日本産業廃棄物処理振興センターに協力して実施するもので、新型コロナ

ウイルス感染防止対策として、多くはＷｅｂ申込によるオンライン学習の後、会場で
試験を受ける方法で実施した。

（3）	相談指導事業
専任相談員を配置して相談指導事業を行っている。コロナ対策と相談員に欠員が

生じたことから、実施日を随時変更した。令和２年度の相談件数は、2,239 件で、前々
年及び前年から約 10％減少した。

２．環境対策事業
(1)	 環境活動

該当事業なし。

(2)	 環境対策事業
東京都産業労働局と締結している協定に基づき、連絡体制の確認や、野生イノシ

シへのワクチン接種事業に協力した。

(3)	 災害廃棄物対策事業
東京２３区と締結した、災害廃棄物に関する協力協定について、実施細目を策

定するための意見交換を行った。
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３. 普　及　事　業
(1)	 普及事業

1)	普及・広報活動
機関誌やホームページなどで、協会の活動等の広報を行なった。また、安全衛生

に関するポスターを全会員に２回配布し、普及啓発に努めた。
2)	 図書等の有償頒布

「マニフェストシステムがよくわかる本」「建設廃棄物処理委託契約書」「建設廃棄
物処理委託契約書様式及び記入例」の販売を行った。

3）	産業廃棄物管理票（マニフェスト）普及事業
廃棄物処理法で義務づけられているマニフェストを、（公社）全国産業資源循環連

合会（以下「全産連」）及び建設六団体副産物対策協議会から受託し販売した。
例年実施してきた、電子マニフェストの導入促進を目的にした説明会は中止となっ

た。

(2)	 機関誌の発行事業
機関誌「とうきょうさんぱい」は第３５６号から第３６７号まで計 12 号を発行した。

内容は、協会、全産連、環境省、東京都の動向等を中心に確実性と速報性に富んだも
のとして誌面の充実を図った。

(3)	 会員事業
1)	会員研修事業

会員に限定した研修会・講習会で新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中止、
研修会の開催回数を減らす、オンライン方式を採用するなどの対応を行った。
①	 国内処理施設見学研修会は中止
②	 安全衛生研修会（安全衛生推進委員会主催）は、「我が社における安全衛生推進の

取組み」、「東京労働局の講演・女性の観点からの安全衛生」研修を開催した。
③	 火災予防研修会（中間処理委員会主催）リチウムイオン電池対策をテーマに実施し

た。
④	「火災・水災事故対策 予防セミナー」は、中間処理委員会と賛助会員との共催で、

オンラインで行った。
2)	会員交流・増強事業
①	 総会後の懇親会、賀詞交歓会、多摩支部の交流活動は、新型コロナウイルス感染拡

大防止のため、中止とした。その他の交流や、青年部、女性部の諸活動は、感染拡
大防止に努めながら行った。

②	 会員数の推移は、正会員数が、令和元年度末 551 社から、6 社入会、11 社退会の結果、
令和 2 年度末 546 社と、5 社減となった。賛助会員は、1 社減って 78 社となった。

③	 関係団体との協力では、全産連、関東地域協議会の諸活動に参画し、積極的に情報
交換等を行ったが、東京で予定されていた令和２年 11 月の全国大会は中止となった。
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3)	顕彰・表彰事業
令和２年度は、『優良事業所表彰』５社、『功労者表彰』２名、『優良従事者表彰』１０名、

安全衛生表彰『会長賞表彰』１名を表彰した。
4)	人材の確保に向けた採用支援

人材確保プロジェクトでは、会員企業の人材担当者向けの「新卒・中途採用 Web
（Zoom）活用セミナー」を開催、プロジェクトメンバー企業の新入社員インタビュー
を機関誌に掲載するとともに、協会会員への定着率アンケートを実施した。

5)	廃プラスチック国内有効利用実証事業
東京都環境局、（公財）東京都環境公社、太平洋セメント㈱及び当協会の４者で締

結した協定に基づき、廃プラスチックをセメント工場で原燃料として利用するための
実証事業で、令和２年度は会員８社が参加し、275 トンを扱った。令和３年度も継続
する。

４．管　理　運　営
総会（１回）、理事会（定例会８回／臨時会１回）、常任理事会（７回）を開催した。
協会事務運営では、事務の効率化のため、会費の自動振替と、会員への電子メール

による情報提供を進めている。

５．委員会・部会活動
(1)	 総務委員会

事業計画や協会の財政基盤強化などについて協議、調整を行った。

(2)	 法制度検討委員会
総務委員会の下にあった法制度検討委員会は、令和２年度から他の７委員会と同様

の委員会に格上げし、活動の充実を図った。「電子契約、電子マニフェスト、帳簿、請
求書の効率的な連鎖を検討する。」をテーマとし、まとめを協会機関誌に掲載した。ま
た、電子マニフェスト制度の改善に向けて、特別チームを組み、ＪＷセンターとの意見
交換会を行った。

(3)	 広報委員会
機関誌「とうきょうさんぱい」の編集を中心に毎月１回（年 12 回）委員会を開催した。

(4)	 安全衛生推進委員会
３回の委員会と２回の研修会を実施した。また、ヒヤリハット事例の機関誌への掲載、

労働災害防止計画の策定と、その実施状況の把握を行った。
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(5)	 収集運搬委員会
「新型コロナウイルスへの対応」と、「業務効率化と働き方改革について」意見交換

を行い、それぞれ機関誌に掲載した。ドライブレコーダ映像を活用した交通事故防止
のためのオンライン研修会の試行を 11 月に行った。

(6)	 中間処理委員会
３回の委員会と２回の研修会を開催したほか、東京都環境局と、国の「プラスチッ

ク資源循環戦略」、及び東京都の「プラスチック削減プログラム」について、意見交換
を行った。
【破砕・圧縮分科会】【焼却分科会】【中和・脱水分科会】が、それぞれ活動を行った。

（7）	 建設廃棄物委員会
恒例となった東京建設業協会、東京建物解体協会との合同勉強会を開催した。また、

建設廃棄物の特殊品目名称統一について検討した。
【建設混合廃棄物分科会】【再生骨材等勉強会】が、それぞれ活動を行った。

(8)	 医療廃棄物委員会
感染性廃棄物に特化したＷＤＳを作成し、協会のホームページから自由にダウンロ

ードできるようにした。また、東京都・神奈川県・静岡県の合同懇談会をリモートで開
催し、新型コロナウイルスの廃棄物処理について、医師による講演のほか、環境省と
の意見交換を行った。

(9)	 多摩支部
例年実施していた、多摩環境事務所及び八王子市との意見交換会、講演会、施設見

学会は中止とした。幹事会では次年度の事業計画について討議した。

(10) 	 青年部
全産連のインターネット情報サイト「れん楽網」を使った部員紹介を実施したが、

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、それ以外の事業、研修会、勉強会、懇親会、
視察研修旅行、出前講座などは中止とし、全産連青年部協議会及び関東ブロックの総
会にリモートで参加した。

(11)	 女性部
グループ編成を一新し、「営業チーム」「総務・経理チーム」「経営・経営企画チーム」

の３チームで活動をスタートした。関東地域協議会女性部会のオンライン意見交換会
に参加した。

 

（単位：円）
予 算 額 決 算 額 差　異 執行率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ/Ａ

Ⅰ　一般正味財産増減の部 　

　1．経常増減の部

　(1)　経常収益

　　①受取入会金 230,000 150,000 80,000 65.2%
　　　　正会員受取入会金 160,000 120,000 40,000 75.0%
　　　　賛助会員受取入会金 70,000 30,000 40,000 42.9%
　　②受取会費 75,107,000 75,094,000 13,000 100.0%
　　　　正会員受取会費 71,177,000 71,114,000 63,000 99.9%
　　　　賛助会員受取会費 3,930,000 3,980,000 △ 50,000 101.3%
　　③事業収益 77,177,000 61,321,523 15,855,477 79.5%
　　　　研修事業収益 895,000 0 895,000 0.0%
　　　　許可申請講習会事業収益 15,954,000 11,219,017 4,734,983 70.3% 講習会事務手数料等
　　　　普及事業収益 1,894,000 1,543,400 350,600 81.5% 図書頒布料等
　　　　マニフェスト普及事業収益 24,434,000 24,475,300 △ 41,300 100.2% マニフェスト頒布料等

　　　　機関誌発行事業収益 7,560,000 7,848,000 △ 288,000 103.8% 機関誌広告料
　　　　会員事業収益 8,580,000 1,254,550 7,325,450 14.6% 全産連支援金等
　　　　受託事業収益 17,860,000 14,981,256 2,878,744 83.9% 東京しごと財団からの受託

　　④雑収益 515,000 746,254 △ 231,254 144.9%
　　　　受取利息 7,000 8,593 △ 1,593 122.8% 預金利子
　　　　雑収益 508,000 737,661 △ 229,661 145.2% 保険紹介手数料等
          経常収益計 153,029,000 137,311,777 15,717,223 89.7%
　(2)　経常費用  
　　①事業費 　　
　　　Ａ適正処理推進事業 39,675,000 36,753,849 2,921,151 92.6%
　　　　調査研究事業費 10,174,000 9,466,721 707,279 93.0%
　　　　研修事業費 19,719,000 18,567,867 1,151,133 94.2%
　　　　相談指導事業費 9,782,000 8,719,261 1,062,739 89.1%
　　　Ｂ環境対策事業 2,692,000 2,506,308 185,692 93.1%
　　　　環境対策事業費 2,692,000 2,506,308 185,692 93.1%
　　　Ｃ普及事業 96,406,000 82,599,683 13,806,317 85.7%
　　　　普及事業費 36,224,000 35,993,567 230,433 99.4% マニフェスト仕入額等

　　　　機関誌発行事業費 15,284,000 14,643,597 640,403 95.8%
　　　　会員事業費 29,436,000 19,397,581 10,038,419 65.9% 連合会負担金等
　　　　受託事業費 15,462,000 12,564,938 2,897,062 81.3% 東京しごと財団に係る費用

　　　　　事業費　合計 138,773,000 121,859,840 16,913,160 87.8%
　　②管理費（法人管理費） 17,897,000 15,414,380 2,482,620 86.1%
　　　　　経常費用計 156,670,000 137,274,220 19,395,780 87.6%
　　　　　　当期経常増減額 △ 3,641,000 37,557 △ 3,678,557

　 　 　  　
　2．経常外増減の部

　(1)　経常外収益

       経常外収益計 0 0 0 -
　(2)　経常外費用

　　　　 予備費 2,500,000 0 2,500,000 0.0%   
       経常外費用計 2,500,000 0 2,500,000 0.0%
　　　　 当期経常外増減額 △ 2,500,000 0 △ 2,500,000 0.0%
　　　　 当期一般正味財産増減額 △ 6,141,000 37,557 △ 6,178,557
         一般正味財産期首残高 143,934,662 143,934,662
         一般正味財産期末残高 137,793,662 143,972,219 △ 6,178,557 104.5%

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　 当期指定正味財産増減額 0 0 0 -
　　　　 指定正味財産期首残高 0 0 0 -
　　　　 指定正味財産期末残高 0 0 0 -
Ⅲ　正味財産期末残高 137,793,662 143,972,219 △ 6,178,557 104.5%

正　味　財　産　増　減　決　算
令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

科　　　　目 備　　考

第 9 回定時総会
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人材確保プロジェクト

「人財課題アンケート」結果

私たち人材確保プロジェクトは、「産業資源循環業で働くより良い人材を各社が確保す
るためにどんな事をやったらいいのか、その為にまず会員各社の抱える人材の問題につ
いて調べよう！」と協会初のメール登録会員を対象としたアンケート調査を配信しました。
登録約 150 社に送信し、35 社の回答をいただきました。下記の通り、その内容を抜粋し
てご紹介します。この結果から今期の活動は「人材の定着」をメインテーマとして、会
員の皆さまに情報提供をして参ります。ぜひご参考になさってください。

なお、このアンケート実施につきましては、プロジェクトメンバーの東港金属㈱の山下
田鶴氏に企画・分析等をお願いしました。

	 （人材確保プロジェクト リーダー：二木  玲子）

【アンケート構成について】
人材確保プロジェクト内での意見交換でも、構内作業員、ドライバー、運行管理者に

関する課題が多く、この 3 職種に絞って、人財課題に関するアンケート調査を行いました。
また、課題に係る制度の導入状況についても併せて調査をしております。
①　人数比率（女性、非正規雇用）
②　3 年以内の退職者数、採用数
③　退職理由
④　各種制度の導入、活用状況
 

【回答協力社について】
メール登録会員企業約 150 社のうち 35 社から回答を得ました。回答率から課題を感

じている企業が多いことがうかがわれます。また、会社規模の内訳も 101 名以上の会社
が 18 社と半数を超え業界内では比較的規模の大きな企業様に回答にご協力いただくこと
ができました。

残念ながら運行管理者に関するアンケートサンプル数が少なく、今回の記事からはコ
メントを控えさせていただきます。

収集運搬 11
中間処理 3
最終処分 0
収集運搬 , 中間処理 20
収集運搬 , 中間処理 , 最終処分 1

10 名以下 5
11 名～ 50 名 6
51 名～ 100 名 6
101 名～ 200 名 10
201 名以上 8

技能職 22
ドライバー 26
運行管理 7

人材確保プロジェクト■人財課題アンケート結果

【人数内訳】
①　女性比率（全従業員比率の平均　16%）

技能職（作業員）	 2.7％	 ドライバー	 1.5％

重機オペレーション、運転などの技能については女性進出が見込まれるポジションで
はありますが業界特有の、夜勤、手積み手下ろしなど、勤務体系課題、重量物を取り扱
う業務の多さから女性進出が困難なこともうかがえます。技能職の女性比率向上は難しい
のが現状であるとの数字とも見て取れます。

今後の取り組みとしては
●　現場のオペレーション変更による、役割分担の工夫
●　シフトの組み方への工夫
などで比率を増やすことができるのかもしれません。動作補助をしてくれる技術も発展

しつつありますが、実用化、導入コストなど、まだまだ乗り越えなければならない課題は
多そうです。参考数字ではありますが、運行管理者は、配車に係る事務の内勤も多く、一
気に 30% と女性でも働きやすい職種であるという結果になっております。

②　非正規雇用比率
技能職（作業員）	 24.7％	 ドライバー	 19.9％

 
各社、フルタイム、パートタイムなどシフトも様々で正規雇用に至らないケースも多々

あることがうかがわれますが、フルタイムでの労働者を正規雇用に転換するなどの取り組
みは、定着率の向上にも繋がると考えられます。

転換するにあたっての課題については今回のアンケートには含まれておりませんが、今
後は取り組みが求められていく数字であると思われます。

 
③　退職者数、採用数（3 年以内）

技能職（作業員）	 退職	 36.1％	 採用	 40.6%	 ※在職者数に対して
ドライバー	 退職	 19.7%	 採用	 24.9%

 
いずれも採用者数が上回り、人手不足に対して増員ができているという結果ですが、

退職者数の％が、厚労省発表の全業種平均の 26.2％に比べると非常に高く、技能職は業
界全体で定着率に課題があることがわかります。

上記は平均値ですが 100％を超える企業様が数社あり、3 年以内に多くの人が退職し
ていることになります。また、個別のご意見では、採用に苦労されているとのご意見が多
数みられ、上記平均値では推測できない課題が多く存在すると思われます。

ドライバーは、現在最も難易度の高い職種として挙げられており、運転免許の種類（普
通、準中型、中型、大型、けん引など）と掛け合わせた調査を実施した場合には、相当
厳しい現状がまた見えてくるのではないかと推測されます。
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人材確保プロジェクト■人財課題アンケート結果

【退職理由】

健康面・重労働　が上位に来ているところは、廃棄物処理現場での厳しさがうかがわ
れます。

ドライバーは先の採用課題にも上がりましたが、社会全体での人手不足から平均給与
もどんどん上昇しており給与面で、より稼げる環境を求める傾向が出たと思われます。

職場の人間関係は、どちらの職種も退職理由の上位に挙がっており、個社別に課題を
洗い出しての取り組みが求められていることがうかがわれます。人材確保プロジェクトと
しても、定着率向上に向けて、情報提供などを行っていく領域になると思われます。

働き方改革などで推奨されている制度・福利厚生や、土日出勤・休暇、教育について
の退職理由はほとんどなく、それ以前のところの課題解決が優先して求められているのが
現状である、との結果になりました。

1 位 2 位 3 位

全体 健康面・職場の人間関係（同数） 重労働 給料が安い

技能職 重労働 職場の人間関係 健康面、立地（同数）

ドライバー 健康面 給料が安い 職場の人間関係

職場の人間関係をよくするために

東京都廃棄物審議会　中間とりまとめ（案）を議論

専務理事　木村

令和 3 年 5 月 19 日（水）午前 10 時から正午まで東京都廃棄物審議会が開催された。
議題は「東京の資源循環及び廃棄物処理に係る施策の方向性　中間とりまとめ（案）」で
ある。当協会会長鈴木宏和は審議会委員である。僕は Web で審議会を傍聴したので、審
議内容の一部を報告する。この中間とりまとめは 6 月８日から 7 月 7 日までパブリックコ
メントにかけられている。

１	 鈴木会長の発言骨子　（内容は事前に協会理事会で議論したものである。）
⑴	 一般廃棄物処理手数料については、臨時に頼まれる少量の廃棄物の収集運搬費用

に見合うような収集運搬料金設定、また、リサイクルルートに乗せることができる
ような処分料金設定となるように、東京都は区市町村に提起してほしい。

⑵	 リサイクルを促進するため、都条例に基づく産業廃棄物の報告・公表制度を改正し、
中間処理後の残渣物のリサイクル方法とリサイクル率を報告徴収し都ＨＰで公表す
るようにされたい。

⑶	 リチウムイオン電池については、火災事故防止のため、都民・事業者に分別の徹
底を周知されたい。また、家庭で不要となった化学薬品等の有害廃棄物の民間処
理業者による処理について、都は区市町村とともに処理の制度的な枠組みを検討
されたい。

⑷	 デジタル・トランスフォーメーションの推進による事務の効率化・迅速化のため、
都内の国、都及び区市町村の事業所及び公共発注工事から排出される産業廃棄物
の処理には、電子契約及び電子マニフェストを利用することを徹底されたい。

２	 他の委員による産業廃棄物関係の発言内容
⑴	 米谷委員「表　将来推計に当たり設定した施策効果一覧　で、リサイクル量 2030

年度　建設混廃 6.4％向上　ガラ・陶 2.7％向上　とあるが、どうやって向上させ
るのか？」

	 環境局「分別の徹底を進めたい。」
⑵	 米谷委員「再生砕石や再生骨材コンクリート等の利用拡大とあるが、東京都の発

注工事での利用の定着を図ってほしい。」
⑶	 金丸委員「プラスチック資源循環法が成立したら、東京都もそれへの対応を考え

ていってほしい。」
⑷	 リチウムイオン電池について、
	 鬼沢委員「メーカー・販売者責任もあるのでそれを記述すべき」。米谷委員「検討

では遅い。周知すると記述すべき」。森本委員「早急に取組むべき。メーカーは電
池がどこにあるかわかるように明示すべき。電池を取り出しやすい設計にすべき」。
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東京都産業資源循環協会　令和 3 年度労働災害防止計画を策定

東京都産業資源循環協会では、令和 3 年度労働災害防止計画を策定した。従業員の安
全確保のため、目標達成に向けた全協会会員の積極的な取り組みを期待する。

なお、東京労働局の発表資料や当協会会員の令和 2 年度現状把握調査結果に基づく、
状況分析は以下のとおりである。

（目標［死亡・休業 4 日以上の人数］の達成状況）
１　産業廃棄物処理業における令和 2 年の東京労働局内の死亡・休業 4 日以上の労

働災害者数は１０７人であり、前年より５％減少した。しかし、依然として労働
災害が多い。

２　東京労働局内での死亡者数の目標０人に対し、令和２年は 0 人であった。

３　東京労働局内での休業 4 日以上の労働災害者数の目標は６７人（平成２４―
２６年の平均の死傷者数８４人の２０％減）であるが、令和 2 年は１０７人と目
標を達成できなかった。

４　令和 2 年の東京労働局内の死亡・休業 4 日以上の人数１０７人は、全国計１，
５０２人の７．１％を占める。産業廃棄物の東京都内の排出量は全国の７．４％で
あるが、この排出量には上下水道汚泥を含むから、東京都内の労働災害者数の比
率は、排出量に対する比率より高いと言える。

（協会会員での休業 4 日以上の労働災害者数の状況）
５　東京労働局内の死亡・休業４日以上の労働災害者数（分母）に対して、当協会

会員から報告のあった死亡・休業４日以上の労働災害者数（分子）は、東京労働
局データが暦年、協会会員データが年度というずれがあるが、

		  平成２９年度（年）５１／９９＝５１．５％、
		  平成３０年度（年）５２／１０６＝４９．０％、
	 　令和元年度（年）　５８／１１３＝５１．３％　も占めており、協会会員の産業

廃棄物取扱量のシェアよりも労働災害の比率は高いと思われる。協会会員の防止
対策が欠かせない。

（基本活動目標の達成状況）
６　基本活動目標は、活動目標の各項目を平成２８年度の数値に対して 3 倍

（３００％）にするというものである。

	 　今回はじめて、「連合会ホームページで提供している安全衛生情報を認知して
いる会員企業を 3 倍（３００％）にする」という項目一つが３１４％に達し、基
本活動目標を達成した。

（活動目標の達成状況）
７　令和３年度の重点目標とした、「安全衛生規程を作成または作成を予定している

会員企業を前年度に比して、１３７％以上増加させる」について、
	 　令和２年度／令和元年度＝８３企業／６８企業＝１２２％　と増加した。
	 　この増加率は、他の項目の増加率を上回っていて、希望の持てる数値に近づい

てきた。

８　令和元年度から令和 2 年度にかけて実績が低下したものとして、「協会が実施
する安全衛生研修会の参加人数」があるが、これは新型コロナウイルス感染拡大
防止のために、開催回数を 1 回減らしたことや 1 回あたりの参加者を会場定員の
５０％以下にした影響が考えられる。オンライン研修会も考えていかなければな
らない。

9　基本活動目標と実績が一番乖離する項目（上記８の安全衛生研修会参加人数を
除く）は「安全衛生パトロールを実施又は実施予定している会員企業」である。
ぜひとも各社で安全衛生パトロールを実施していただきたい。２月２日に開催し
た安全衛生研修会（機関誌第３６７号参照）において、講師を務めていただいた
五十嵐副会長より「女性の方が細かいところに気付きやすいことから、女性を安
全衛生パトロールのメンバーに加えるべき」との話しがあった。安全衛生パトロー
ルを実施する場合は、女性をパトロールのメンバーに加えることも一考いただき
たい。

（現状把握調査の提出状況）
10　アンケート回答企業は、過去３年、１７７企業、１５９企業、１７５企業と会

員総数約５５０に対して約３０％に留まっている。より多くの会員からの回答を
期待したい。

鈴木会長からのメッセージ

労働災害は一向に減らず、危機的状況であると感じております。この状況を打
破するためにも会員企業の経営者の皆さまが先頭に立って労働災害防止に向けて
の舵取りをお願いいたします。大切な従業員の皆さまをお守りするためにも、従
業員の皆さんと協力しながら、労働災害ゼロを目指した働きやすい職場環境づく
りを進めましょう。

（一社）東京都産業資源循環協会　　　会長　 鈴 木  宏 和

令和３年度 労働災害防止計画
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令和３年度 労働災害防止計画 令和３年度 労働災害防止計画

 

（一社）東京都産業資源循環協会における令和３年度労働災害防止計画 

 

 

 

1. はじめに 

全国産業資源循環連合会（以下、「連合会」という。）においては令和2年度からの3年

間を期間とする「産業廃棄物処理業における第2次労働災害防止計画（以下、「第2次労働

災害防止計画」という。）」を策定し、令和4年に死傷災害996人、死亡災害16人を下回

ることを目標に掲げている。 

この目標達成に向けて、東京都内の労働災害の発生状況、安全衛生活動現状調査結果から、

当年度に実施すべき事項を定め、会員企業が一体となり労働災害防止対策を積極的に推進

し、会員企業の安全衛生水準の尚一層の底上げを図っていくものとする。 

 

2. 目標  

(1) 令和 3及び4年の死亡者数をゼロにする。 

 

(2) 令和 3及び 4年の休業4日以上の死傷者数を平成24～26年の実績平均に比して、

20%以上減少させる。 

（平成24～26年の平均84人→令和3及び4年を67人以下に） 

 

 

３．重点実施事項  

安全衛生規程を作成している会員企業数を増加させる。 

 

 

4. 令和３年度活動目標 

【基本活動目標】 

  当初計画策定の際に使用した平成 28 年度の安全衛生活動の現状把握調査の集計結果

の数値に対して3倍（300％）にする。 

 

２．の「目標」を達成するために令和３年度における活動目標を次のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

(2) 会員企業における安全衛生活動のアンケート調査の回答数を前年度に比して、

30％以上増加させる。 

（令和2年度175社→令和3年度228社以上） 

 

(3) 協会が実施する安全衛生事業を認知している会員企業を前年度に比して、32％以

上増加させる。 

（令和2年度164社→令和3年度216社以上に） 

 

(4) 連合会ホームページで提供している安全衛生情報を認知している会員企業を前年

と同等以上にする。（※R2/H28が 314％に達したため、この項の基本活動目標

を３１４％と設定する。） 

（令和2年度135社→令和3年度135社以上に） 

 

(5) 法令に基づく安全衛生管理体制を構築又は構築を予定している会員企業を前年度

に比して、23％以上増加させる。 

（令和2年度159社→令和3年度195社以上に） 

 

(6) 協会が実施する安全衛生研修会の参加人数（参加予定を含む）を前年度に比して、

60％以上増加させる。 

（令和2年度79社→令和3年度126社以上に） 

 ※ただし、新型コロナウイルス感染防止のため、研修会の参加定数を減らした場

合はこの限りではない。 

 

(7) 安全衛生パトロールを実施又は実施を予定している会員企業を前年度に比して、

38％以上増加させる。 

（令和2年度120社→令和3年度165社以上に） 

 

(8) ヒヤリ・ハット活動を実施又は実施を予定している会員企業を前年度に比して、

25％以上増加させる。 

（令和2年度137社→令和3年度171社以上に） 

〈重点実施事項〉 
(1) 安全衛生規程を作成又は作成を予定している会員企業を前年度に比して、37％

以上増加させる。 

（令和２年度83社→令和3年度114社以上に） 
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(9) リスクアセスメントを実施又は実施を予定している会員企業を前年度に比して、

19％以上増加させる。 

（令和2年度88社→令和3年度105社以上に） 

 

 

 

 

 
  

R1/H28の
R1年度
目標
（％）

H28年度
（社）

H29年度
（社）

H30年度
（社）

R１年度
（社）

R２年度
（社）

R2/H28
（％）

R2年度
目標の達成
可○　否×

R3/H28
（％）

R３年度
実数
（社）

（１） 300 38 59 50 68 83 218 × 300 114
（２） 300 76 154 177 159 175 230 × 300 228
（３） 300 72 133 164 146 164 228 × 300 216
（４） 300 43 99 117 115 135 314 ○ 314 135
（５） 300 65 139 158 142 159 245 × 300 195
（６） 300 42 93 93 98 79 188 × 300 126
（７） 300 55 104 104 107 120 218 × 300 165
（８） 300 57 119 136 118 137 240 × 300 171
（９） 300 35 83 76 71 88 251 × 300 105

は重点実施事項である

R3年度目標

目標事項

実績

（１） （６）
（２） （７）
（３） （８）
（４） （９）
（５）

 

5. 令和 3年度活動目標を達成するための当協会における取り組み 

 ４．（1）～（9）に示す「活動目標」を達成するために具体的方策は次のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 会員企業における安全衛生活動の現状調査票の回答数増加を図る。 

① 会報誌とメールを併用して会員企業へ周知し、回答数増加に努める。 

② 会員企業へ回答の協力を繰り返し依頼する。 

③ 研修会、協会ホームページ等を通じて協力を呼びかける。 

④ 支部組織や青年部を通じて、調査への回答を呼びかける。 

⑤ 定期的に安全衛生委員会を開催し、本調査の推進を図る。 

 

(3) 協会が実施する安全衛生事業の認識を向上させる。 

① 当協会が実施する安全衛生事業について、ホームページ、会報誌、メール等で会

員企業への情報提供を行う。 

② 当協会の安全衛生活動を周知するためのポスターを作成する。 

③ 労働基準監督署と連携し、地域の労働災害の現状や特徴等について情報収集し、

労働災害事例等の提供により、事業者の安全に対する意識を高める。 

④ 定期的に安全衛生委員会を開催し、安全衛生事業の推進を図る。 

⑤ 安全衛生に係る優良な事業場を表彰する。 

⑥ 安全衛生ポスターに社団名を入れて会員企業に配布する。 

 

(4) 連合会が提供している安全衛生活動の支援ツールの認識を向上させる。 

① 連合会が作成した「安全衛生啓発パンフレット」を活用する等、事業者に対し、

連合会のホームページに公開している安全衛生支援ツールを研修会、会報誌、ホ

ームページ等を通じて、認識させる。 

② ホームページに連合会安全衛生サイト（https://www.zensanpairen.or.jp/dis

posal/safety）へのリンクを張る。 

③ 「安全衛生規程作成支援ツール」、「産業廃棄物処理業ヒヤリハットデータベース」

の使い方を説明する。 

 

(5) 会員企業における安全衛生管理体制の構築を図る。 

① 理事、委員等、指導的立場にある企業の方々の構築状況を把握し、安全衛生管理

体制の事例として会員企業に紹介する。 

〈重点実施事項〉 
(1) 会員企業における安全衛生規程の整備を図る。 

① 理事、委員等、指導的立場にある企業の方々の整備状況を把握し、安全衛生規程

の事例として会員企業に紹介する。 

② 研修会、会報誌、ホームページ等を通じて、安全衛生規程の必要性を周知する。 

③ 連合会ホームページで公開している「安全衛生規程作成支援ツール」を周知し、

使い方を説明する。 

④ 「産業廃棄物処理業におけるモデル安全衛生規程及び解説」を教材とし、安全衛

生規程に関する理解を深める。 
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② 労働安全衛生法で事業場規模別に規定されている安全衛生管理体制について、研

修会、会報誌、ホームページ等を通じて周知する。 

③ 連合会が作成した「産業廃棄物処理業におけるモデル安全衛生規程及び解説」

及び「安全衛生規程作成支援ツール」の活用について、研修会、会報誌、ホー

ムページ等を通じて周知する。 

 

(6) 安全衛生研修会の参加者増加を図る。 

① 定期刊行している会報誌とメールで会員企業への周知徹底を図る。 

② 会員企業あて文書や請求書にチラシを同封する等、全会員企業への周知を図る。 

③ 研修会参加者に対しアンケートを実施する等、参加者からの声を十分に分析し、

研修会の実施内容や回数、開催時間等を検討する。 

④ 会員企業が取り組んでいる安全衛生事業の情報・資料を収集し、事業場の好事例

発表等を通じて、有益な安全衛生情報を提供する。 

⑤ 関係監督官庁（労働局、労働基準監督署等）に講師を依頼し、内容の充実化を図

る。 

⑥ オンライン研修会の開催も考える。 

 

(7) 会員企業における安全衛生パトロールの実施を図る。 

① 連合会が作成した「安全衛生チェックリスト」の活用について、理事会、各種委

員会、研修会等で説明するほか、会報誌、ホームページ等を通じて周知する。 

② 会員企業の中から安全衛生の専門家として選任した安全衛生促進委員が、連合会

が作成した「安全衛生チェックリスト」を参考に、現場安全パトロールや個別指

導等、会員企業をはじめとした事業者への指導を行う。 

③ 適正処理自主管理パトロールに併せ、安全衛生パトロールを実施する。 

④ 会員企業における安全衛生パトロールによる改善事例等の情報を収集し、導入が

遅れがちな会員企業への支援として、情報提供する。 

⑤ 各企業のトップが関与して安全衛生パトロールを行うことを呼びかける。 

 

(8) 会員企業におけるヒヤリ・ハット活動の実施を図る。 

① 連合会が作成した「産業廃棄物処理業ヒヤリハットデータベース」の活用方法に

ついて、理事会、各種委員会で説明するほか、研修会、会報誌、ホームページ等

を通じて周知する。 

② ホームページに次の有用なサイトへのリンクを張る。 

⚫ 厚生労働省 職場のあんぜんサイト「災害事例」 

（https://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/sai/saigai_index.html） 

⚫ 連合会 安全衛生サイト「産業廃棄物処理業ヒヤリハットデータベース」 

（https://www.zensanpairen.or.jp/hiyari/home.html） 

③ 会員企業等から「ヒヤリ・ハット事例」を収集し、それを広く情報提供する。 

 

(9) 会員企業におけるリスクアセスメントの実施を図る。 

① 厚生労働省・中央労働災害防止協会が作成した産業廃棄物処理業におけるリスク

アセスメントマニュアル及び連合会が作成した講義用パワーポイントを活用し、

 

会員企業におけるリスクアセスメント定着に向けた研修会を継続的に実施する。 

② 会員企業におけるリスクアセスメントによる改善事例等の情報を収集し、導入が

遅れがちな会員企業への支援として情報提供する。 

③ ホームページに次の有用なサイトへのリンクを張る。 

⚫ 厚生労働省 職場のあんぜんサイト「リスクアセスメントの実施支援システ

ム」 

（https://anzeninfo.mhlw.go.jp/risk/risk_index.html） 

⚫ 連合会 安全衛生サイト 

（https://www.zensanpairen.or.jp/disposal/safety） 

 

会員企業が実施する取組事例 

⑴ 経営トップによる所信表明 

⑵ 労働安全衛生規程の整備 

⑶ 安全衛生管理体制の構築 

⑷ 安全衛生教育の徹底 

⑸ 労働災害の未然防止対策 

  （安全衛生パトロール、ヒヤリ・ハット活動、リスクアセスメント） 

 

6．目標達成状況の検証 

  令和３年１１月～１２月に現状把握調査を実施し、目標達成を検証する。 

  

（21 ページに続く）
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（参考）

会社名 会社名 会社名

アースサポート㈱ ㈱環境テコム ㈱シンシア

㈱アーバンサービス 関東名鉄運輸㈱ ㈲新城重機

㈱アール・イー・ハヤシ ㈱木下フレンド 新和環境㈱

㈱アイザック キムラ工業㈱ ㈱スイーピングサービス

相田化学工業㈱ ㈲峡南環境サービス ㈲鈴木商会

㈱IWD クリーンテックシオガイ東京㈱ ㈲スリーシープランニング

㈱アイティリンク 栗原興業㈱ 星光運輸㈱

㈲青木建材 ㈱黒姫 成友興業㈱

旭器機サービス㈱ ㈱京葉興業 世田谷運送㈱

アサヒ産業㈱ ㈱敬隣舎 ㈱総合整備

㈱旭商会 ㈱小池建材 ㈱第一グリーン

㈱朝日水道社 ㈱江栄 ㈱太陽油化

有明興業㈱ 弘済運輸㈱ 高俊興業㈱

㈱五十嵐商会 ㈱向洋 鷹取建材㈱

和泉土木㈱ 小坂産業㈱ 高輪運送㈱

㈱ウチダ ㈱小早川運輸 高嶺清掃㈱

浦野産業㈱ 小林運輸㈱ ㈱タケエイ

栄和清運㈱ ㈱小林工業所 ㈱田治

永和鉄鋼㈱ 栄運輸㈱ ㈲タスク

エース産業㈱ ㈲榊原商店 多摩興産㈱

㈱エコ・ファクトリー 相模原紙業㈱ 都築鋼産㈱

㈱エコワスプラント ㈲さくら総業 ㈱東亜オイル興業所

NKリサイクル㈱ ㈱完山金属 東京エコリサイクル㈱

㈱遠藤商会 ㈲さとみ企画 ㈱東京クリアセンター

オーエム通商㈱ 三英オフィスサービス㈱ ㈱東京スタンドサービス

㈱大空リサイクルセンター 三東運輸㈱ （公財）東京都環境公社

大谷清運㈱ 三立建設㈱ 東京ボード工業㈱

オオノ開發㈱ ㈱三凌商事 東京レンダリング協同組合

OKACON㈱ ㈱JRS 東港金属㈱

㈱オガワエコノス ㈱JR東日本環境アクセス 東鉄工業㈱

㈲小作物産 J&T環境㈱ 東都運業㈱

㈱オネスト JWケミテック㈱ ㈱東武クリエイティブ

㈱小野組 志賀興業㈱ ㈱東洋相互サービス

鹿島環境エンジニアリング㈱ 品川運輸㈱ 東和総業㈲

㈱かじわら ㈱首都圏環境美化センター ㈱都市環境エンジニアリング

㈱加藤商事 ㈱昇鋭 ㈱トベ商事

加藤商事㈱ 白井運輸㈱ 巴山興業㈱

㈱川上商店 白井エコセンター㈱ トライマテリアル㈱

㈱環境技研 ㈱新開トランスポートシステムズ ㈱トリデ

◆令和２年１０月～令和３年１月１８日までに現状調査票にご回答いただいた会員企業　（１７５社）

 

 

会社名 会社名 会社名

内藤産業㈱ 日高工業㈱ 三宅島建設工業㈱

㈱永岡サービス 日野金属産業㈱ 武蔵野土木工業㈱

中野運輸㈱ 比留間運送㈱ 村上工業㈱

中村産業㈱ ㈱フォレスト ㈱メッドトラスト東京

那須興産㈱ 富士建興㈱ 八木トランステック㈱

㈲那須野商店 ㈱フジトレーディング ㈱山一商事

㈱成田土木 ㈱藤原土建 山下産業㈱

日栄産業㈱ ㈱ブループラネット稲城 山田設備工業㈱

ニッコーデンティー㈱ ㈲古川新興 ㈱ヤマタネロジスティクス

日盛運輸㈱ ㈲フロンティア ㈱ヨシモリ

㈱日成ストマック・トーキョー ㈱ペエックス ㈱ヨドセイ

㈱ニッソー ㈱豊和商事 ㈱リーテム

日本エード㈱ ㈱ホーワ ㈱リサイクルネットワーク

㈱日本シルバー ㈱北陸産業 リサイディア　コーポレーション㈱

日本設備保全㈱ マスヒロ環境㈱ ㈱リスト

バイオエナジー㈱ ㈱増渕商店 ㈱リバース

㈲八栄興業 松浦商事㈱ 企業組合　労協センター事業団

㈱ハチオウ ㈲松村組 ㈱ワイエムエコフューチャー

㈱浜田 丸嘉運輸倉庫㈱ （五十音順）

光が丘運輸㈱ ㈲丸保商店

（19 ページからの続き）
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電子マニフェスト普及促進事業スタート

協会事務局

今年度の新規事業として「電子マニフェスト普
及促進事業」を開始する運びとなりました。

この事業は、東京都環境局、（公財）東京都環
境公社、（一社）東京都産業資源循環協会の三者
で行う事業となります。

社会全体の DX 化が加速しており産業廃棄物業
界も DX 化が求められます。電子マニフェストを
導入することにより適正処理及び事務処理の効率
化が期待されます。

また、コロナ禍で在宅勤務や非接触業務が求められるので電子マニフェストの普
及を促進させる必要があります。

さらに排出事業者責任を十分に理解していない事業者も未だに多く、適正処理・
資源循環のために排出事業者責任の徹底を進める必要があります。

以上のような点から、都が産廃エキスパートを取得している優良認定処理業者か
ら普及アドバイザーを認定し、アドバイザーから排出事業者への電子マニフェスト利
用促進に向けた普及啓発を実施していくことがこの事業の趣旨です。

●実施要領
・	 アドバイザーとして活躍していただくために都が開催するアドバイザー育成研修

を受講してもらいます。
・	 研修後、東京都から、アドバイザーとしての認定証が発行され、デモンストレーショ

ン用端末としてタブレットが貸与されます。
・	 各社の取引先、営業先の排出事業者に紙マニフェストから電子マニフェストへの

切り替えを促してもらいます。ＪＷセンターの登録料の団体割引が３０社以上で
あることから、参加企業１社あたりの目標件数を３０社といたします。

・	 東京都名で排出事業者あての本事業に関する文書を参加企業に配布いたします。
・	 期間中にアドバイザー同士の意見交換会を予定しております。

●参加条件
下記条件全てに該当する企業
・	 都内の産業廃棄物収集運搬業許可を有していること（中間処理業のみの場合は排

出事業者や電子マニフェスト未加入の収集運搬業者にアプローチできること。）

・	 協会会員企業で産廃エキスパート取得企業。
・	 電子マニフェストをすでに利用していること。
・	 自社が電子マニフェスト促進の営業活動可能な排出事業者が東京都内に３０件以

上あること。（現在紙マニフェストによる取引先で可。排出事業者の規模は問いま
せん。）

・	 環境公社が開催する「アドバイザー養成研修」に参加できること。（実際に営業
活動を行う者、通常業務で電子マニフェストを使用している者が望ましい。）

●募集企業数
２０社程度
応募社多数の場合は産廃エキスパートのキャリア年数の長い社を優先いたします。
参加企業名は東京都環境局のホームページに掲載予定です。

●アドバイザー育成研修
・	 ８月または９月に実施予定。（昨今の状況を鑑みてオンラインでの研修を予定して

おります。）
・	 アドバイザー育成研修では排出事業者へ説明するための知識として

①電子マニフェストのメリット
②東京都から排出事業者へのメッセージ
③加入方法
を習得していただきます。

●事業スケジュール
・	 アドバイザー育成研修を受講後、アドバイザーとして認定されます。
・	 アドバイザー認定後は各社排出事業者への PR 活動を行っていただきます。（電子

マニフェストの操作を行うため対面説明を基本とするが、コロナの状況によって
はオンライン上の働きかけも可とすることを検討しております。）

・	 説明を受けた排出事業者から説明を受けた旨の署名をいただきます。

★	参加条件である産廃エキスパート取得の協会正会員企業 114 社へは 5 月 28 日付
でご案内、参加申込書を郵送しております。（6 月 30 日締切）

この事業を基に産業廃棄物業界全体の DX 化による、会員企業の皆さまの業務改善
及び排出事業者との意思疎通の強化につながることを期待しております。

電子マニフェスト普及促進事業スタート
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SDGs と都市環境エンジニアリングの取組み
広報委員会委員／㈱ 都市環境エンジニアリング　小林　豊

2015 年に国連で採択された SDGs では、地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）
が言われる中で、豊かな経済や社会をいかに追及するかという観点から、世界中で環
境・経済・社会の課題に取り組むことが求められています。

弊社では、廃棄物処理事業者の責務として事業活動そのものを通じて持続可能な
社会の発展に貢献することで、お客様や社会に信頼される企業を目指しています。環
境面を中心に SDGs に関わる取り組みをご紹介します。

菅首相は所信表明演説の中で、2050
年までに温室効果ガスの排出を全体とし
てゼロにする脱炭素社会を目指すと宣言
しました。

弊社では、喫緊の課題となった温室
効果ガス削減をはじめ、地球環境に負荷
をかけない環境保全活動を推進していま
す。

■■ 	環境保全活動

1	 再生可能エネルギーへの取り組み
1)	生ごみリサイクル

バイオガス発電に取り組むバイオエ
ナジー㈱に資本参加し、生ごみからエ
ネルギーを作り出しています。飲食店
や学校給食などから排出される生ごみ
からメタンガスを発生させ、ガスエン
ジンで発電し電気と熱エネルギーを生
み出すとともに、ガス精製設備により
都市ガスを作り出します。

2020 年の弊社の生ごみ処理量は約
5,000t、 発 電 量 は 120 万 kWh、CO2

削減量は 725t となります。
※ 生 ご み 1 t 当 た り の C O 2削 減 量 ：

145kg、発電量：240kWhで計算
2)	廃食用油の燃料化

飲食事業者から排出される廃食用油
を BDF（バイオディーゼル燃料）にす
ることで、ごみを削減し化石燃料の低
減が出来ます。また、BDF は燃焼して
も環境全体では CO2 が増えないことか
らカーボンニュートラルと呼ばれ、地
球温暖化防止に有効とされています。
清掃車両の他、建設重機の軽油代替燃
料として活用できます。

年間の製造量は約 10,000L、CO2 削
減量は 25.8t となります。
※BDF使用1L当たりのCO2削減量：

2.58kgで計算

弊社 BDF 製造施設

SDGs への取組

※	 SDGs とは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称です。2015 年の国連総会で採択された
2016 年から 2030 年までの国際目標です。17 の目標と 169 のターゲットから構成され、環境・経済・社会の 3 つの側
面のバランスの取れた持続可能な開発を目指しています。

2	 廃プラスチックのリサイクル
中国の廃プラ輸入停止に伴い国内の

適正処理・リサイクルが課題となる中、
RPF の需要が高まっています。RPF は
高品位の固形燃料として化石燃料の代
替になるだけではなく排出される CO2

は石炭の 2/3、焼却残渣も半分以下で
す。弊社では RPF の前処理として廃
プラ約 1,500t/ 年の選別・圧縮を行っ
ています。

今後はさらなる取り組みとして、顧
客との協力のもと新たなマテリアル・
ケミカルリサイクルルートを構築して
いきます。

3	 生物多様性の保全
認定 NPO 法人えどがわエコセンター

の会員として、持続可能な地域社会づく
りに連携して取り組んでいます。特に、
プラスチックの海洋汚染が深刻化する中
で、生物への影響や漂着ごみによる環境
汚染が世界的な問題になっています。都
内初のラムサール条約湿地に登録された
葛西海浜公園東なぎさや西なぎさでのク
リーンアップ（清掃活動）に参加してい
ます。

出展 : 国際連合広報センターホームページ

■■ 	社会貢献活動

1	 都市農園
埼玉県朝霞市に農場を開いています。
ポタジェガーデンとして、農薬を使

用せずに野菜、ハーブ、花卉など多様な
作物を育てています。農場の大きな特徴
は、作物の販売はもちろん、収穫体験、
農場見学、環境学習の場の提供など住民
とのふれ合いを大切に地域に開かれた農
場づくりを目指しています。

2	 海外支援活動
江東区海外リサイクル支援協会の一

員として、カンボジアへの支援活動を
行っています。江東区内の小中学校で使
用済みとなった机・椅子の補修を行いま
す。生まれ変わった机・椅子を現地の学
校に寄贈することでカンボジアの子供た
ちの教育を支援します。

以上、弊社における SDGs の主な取
り組みをご紹介しました。パリ協定や
SDGs の目標達成には、行政、国民、企
業、NPO などあらゆるステークホルダー
の参画が不可欠です。弊社では今後とも、
経営理念でもある持続可能な社会の形成
に向け、さらなる取り組みを進めてまい
ります。

朝霞農場
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人材確保プロジェクト■新入社員インタビュー

大谷清運株式会社

吉
よ し だ

田 大
ひ ろ き

起　さん
2020 年 4 月入社 ◉大学院卒  文系

—— 現在の業務内容は？
営業企画部におい

て、産業廃棄物の処理
について見積りからド
ライバーの手配、回収
作業とその後の事務処
理までを一貫して行っ
ています。現場の下見
を行った時点で回収物
の量や種類、搬出経路

を見極めて作業内容と工場での処理を想定
し、適正な金額をお客様にご提示することを
心掛けています。1 つの案件に関して、お客
様と回収を担当する運輸部門、そして処理
を行う工場を繋ぐ架け橋の役割を担ってい
ます。営業職ではありますが、どのようにし
たら現場の人たちが仕事をしやすいかを常
に考えています。

—— 入社した企業の決め手（入社理由）は？
採用試験の社長面接にて弊社社長の二木

から持続的な社会の発展と環境保護に対し
て熱い思いを伺い、ただ仕事をするだけで
はなく、社会に対して目的意識を持って事業
を行っていくことの重要さに気づきました。
廃棄物処理業がごみをただ捨てるのではな
く、地球に限りある資源として扱い最大限活
用するという姿勢が、これからの未来のため
に必要な私たちの生き方だという会社の理
念に共感したので大谷清運に入社すること
を決めました。

—— 就活ではどういう軸で企業選びをしまし
たか？

私は大学院にて人間社会と自然環境がど
のように関わり持続しているのかについて研
究を行いました。自分が研究を通して養っ
てきた人と地球の両方を捉える視点をこれ
からも活かしていくため、環境を守る活動を

行っている企業で働きたいと考えて就活を
行いました。世の中に様々な企業がある中
で、今の流行を追うのではなく長期的な目線
で事業を行い、なおかつ会社として達成す
べき理想像を明確にしている企業を求めま
した。

—— 産廃業界について入社前と入社後のイ
メージは？

入社前は廃棄物の回収について具体的に
意識したことはほとんどありませんでした。
しかし実際にこの業界に入ってみると、これ
は誰かが担わなければならない大切な仕事
であるということを日々強く感じるようにな
りました。社会にとって、小売店などに商品
を届ける物流が「動脈」であるなら、私たち
廃棄物処理業は企業から不要となったもの
を回収する「静脈」です。この静脈はあまり
目立ちませんが、存在しないと生活が成り立
たなくなります。持続的な社会を維持するた
め、最新の技術を積極的に吸収し時代を先
取りする感覚が必要だと思います。

—— 今後の目標は？
まずは廃棄物処理の流れについて自社の

外も含めできる限り把握し自分なりに理解で
きるようになります。その上で、お客様に対
し環境を守る廃棄物処理についてご案内で
きるようになっていきたいです。「廃棄物処
理ならこの人に任せれば大丈夫」と言っても
らえるようになるのが目標です。

●● 採用者コメント
営業担当者の業務は、会社の窓口としてお

客様へ自社のサービスを提供すると同時に社
内の他部門との協力・連携がとても重要な要
素となります。時には現場作業にも自ら率先
して出向き、最終的な処理状況まで確認する
こともあります。

入社して 1 年が経過しましたが、何事にも
積極的に努力していく姿勢はとても頼もしく
感じています。これからも周囲の人たちへの
目配り、気配りと謙虚な気持ち、学びの気持
ちを忘れずに目的意識を持って 1 日 1 日を大
切に送ってもらえればと願っています。

ＩＮＴＥＲＶＩＥＷ

吉田さん
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理 事 会 ・ 委 員 会 報 告
第６８回 理事会

開催日時：  5 月12日㈬ 14 時 30 分〜 16 時 13 分	 場所：  協会会議室及び Web
出席者：  会議室 ; 5 名（三役）　Web 参加 ; 14 名　監事 2 名
議題： 

1. 決議事項
（1）新入会員の承認
（2）令和 2 年度事業報告及び決算報告の承認
（3）電子マニフェスト普及促進事業の協定締結
（4）労働災害防止計画

2. 協議事項
（1）第 9 回定時総会（5 月 27 日）

3. 報告事項
（1）4 月の月次会計報告とマニフェスト販売報告
（2）協会被表彰者の決定
（3）第 66 回関東地域協議会
（4）「振興法案」
（5）産業廃棄物処理業者に対する行政処分
委員会・部会報告

次回開催日：  7 月 14 日㈬

建設廃棄物委員会　建設汚泥・再生砕石分科会（細沼 座長）

開催日時：   4 月26日㈪ 15 時～	 場所：  都庁第二本庁舎 19 階 A 会議室
出席者：  環境局産業廃棄物対策課 3 名・協会メンバー 3 名及び事務局

議題及び内容：  
●再生砕石意見交換会

東京都環境局と意見交換を行った。
・	 環境局は、再生砕石利用拡大支援に基づく認証制度について、現行期間を 1

年延長する改定を行った。
・	 東京都が本年度に策定する「東京都資源循環・廃棄物処理計画」に盛り込む、

新たな利用拡大支援策について、現状把握と利用普及に向けた課題及び解決
策を意見交換した。

次回開催日：  未定　協会会議室

理 事 会 ・ 委 員 会 報 告

法制度検討委員会（篠原 委員長）

開催日時：  4 月28日㈫	 場所：  書面開催	 出席委員：  11 名
議題及び内容：  

●令和 3年度検討テーマの選考
各委員より令和 3 年度の検討に相応しいテーマを提出していただいた。そ

の一覧から次回委員会で検討テーマを選考する。

次回開催日：  6 月　日時未定

収集運搬委員会（加藤 委員長）

開催日時：  5 月14日㈮ 14 時〜	 場所：  Web 会議	 出席委員：  15 名
議題及び内容：  

①	委員の交代について・委嘱状交付
退任・就任委員の報告があり、委嘱状を交付した。

②	運行管理能力の強化・向上について
5 月 21 日㈮開催予定の第 1 回収集運搬実務担当者座談会について、担当

者より内容や進行等について説明があった。第 1 部で「DX による配車効率
改善事例」の紹介を行い、第 2 部で「実務担当者座談会」を行う。

③	令和 3年度行事計画の具体化について
7 月に予定している中間処理委員会との合同委員会や、ドライバー ･ 作業

員の雇用維持に関する意見交換会および研修会等について具体的な開催方法
等を確認した。

次回開催日：  5 月 21 日㈮ 13 時 30 分〜 16 時 30 分　Web 会議

人材確保プロジェクト（二木 リーダー）

開催日時：  5 月17日㈪ 14 時〜	 場所：  Web 会議	 出席者数：  7 名
議題及び内容：   

①	令和 3年度の活動について
・1 月に会員企業に行った、定着率についてのアンケート結果を踏まえ、定着率

向上についての研修会を 10 月 6 日（水）に Web 開催で行う。（正会員向け）
・ドライバー・構内作業員の採用情報提供、新卒就活の動向と中小企業の求人

状況の情報提供を会員向けに行っていく。

次回開催日：  7 月 7 日㈬ 14 時〜
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理 事 会 ・ 委 員 会 報 告
医療廃棄物委員会（五十嵐委員長）

開催日時：  ５月１８日㈪ １５時１５分～	 場所：  協会会議室	 出席委員：  １１名
議題及び内容：

①令和３年度の活動計画について
・	 委員会の開催 7/19、11/22
・	 ３都県医療廃棄物合同懇談会（東京・神奈川・静岡）は神奈川県で９月開

催予定 
・	 施設見学会を２月開催予定

②排出事業者向け資料の作成と配布について
コロナ禍で開催が難しい排出事業者向けセミナーに替えて、医療廃棄物に

関する資料を作成し、医療関係機関等の関係団体を通して排出事業者へと、
医療廃棄物を扱う会員企業への配布を行う。

次回開催日：  7 月 19 日㈪ 15 時〜

株式会社  プレックス
代表取締役　  黒  﨑  　 俊

賛助会員	  人材（ドライバー）紹介事業 

〒 103-0021	 東京都中央区日本橋本石町３－２－４　共同ビル（日銀前）６階
☎  ０７０（３２４９）８１５３

行政だより

令和３年４月吉日 

 

一般社団法人 東京都産業資源循環協会 御中 

 

東京都環境局環境改善部環境保安課 

 

フロン排出抑制法改正に伴う解体現場・解体業者に対する調査の実施について 

（ご協力のお頼い） 

 

 平素より、東京都の環境行政の推進にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号。以下

「フロン排出抑制法」という。）では、業務用冷凍冷蔵空調機器の廃棄等を行う際には機器

に充填されているフロン類を第一種フロン類充塡回収業者に引き渡すことが義務付けられて

います。しかしながら、業務用冷凍冷蔵空調機器の廃棄時におけるフロン類の回収率は、10 

年以上にわたって 3 割程度に低迷しており、直近でも 4 割弱に留まっていました。 

こうしたことから、フロン排出抑制法が改正され、罰則等が強化されました（令和２年４

月１日より施行）。 

東京都では法改正を受け、令和 2年度より建物解体現場及び解体案件の請負業者等に対し

て訪問等による聞き取り調査を実施し、解体現場から廃棄までのルートや廃棄等の実態を把

握するとともに、業務用冷凍空調機器の廃棄時漏えいの削減のための普及啓発を行っており

ます。 

つきましては、本調査の趣旨をご理解くださり、何卒ご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

調 査 名 ： フロン排出抑制法改正に伴う廃棄等実態調査 

調 査 対 象 ： 都内の解体現場、管理者、発注者及び元請事業者等 

調 査 方 法 ： 訪問･電話等による聞き取り、事前確認書及び行程管理票の写しの提出依頼 

＊訪問の際には、フロン排出抑制法改正の普及啓発チラシを配布 

調 査 期 間 ： 令和 3年 4月～ 

調査主体機関： 東京都環境局環境改善部環境保安課 

       https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/safety/cfc/osirase/index.html 

調査実施機関： 株式会社ダイナックス都市環境研究所 

（住所 東京都港区西新橋 3-15-12 GG HOUSE 5 階、電話 03-5402-5355） 

別添：     フロン排出抑制法改正による建物解体時の規制強化に関するチラシ 

 

以上 
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行政だより 行政だより
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当社は、1969 年に浜田電気工業のスク
ラップ部門として金属のリサイクルからス
タートした会社であります。現在では、産
業廃棄物の分別処理を中心に、ゼロエミッ
ションリサイクル、解体工事、各種処理装
置の販売など幅広く事業を展開していま
す。2017 年の法改正により新たな廃棄物
区分と定められた水銀使用製品や、有害物
質である PCB の処理にもいち早く取り組ん
でおります。

ここでは、当社が近年特に力を注いでい
る太陽光パネルのリサイクル事業について
ご紹介致します。

太陽光パネルは、2012 年に電力の固定
価格買い取り制度が導入されて以来、需
要が拡大。製品寿命は 20 年から 30 年程
度とされ、環境省の試算では 2040 年には
約 80 万 t の排出量となることが予想され
ています。これらのパネルが今後大量廃棄
される際に、処理をどのようにするかとい
う課題が生じています。

当社はこのような状況にいち早く着目し、
太陽光パネルのリサイクルに関する調査研

究を進めて参りました。現在、東京と京都
（2021 年 6 月取得予定）の二カ所で産業
廃棄物処理の許可を取得し、リサイクル事
業を行っています。

処理についてのご相談があった場合、事
前情報よりリユースできるものとリサイク
ルするものに選別し、コストと環境負荷低
減のご提案をさせていただきます。

リユースの場合、外観や内部破損からリ
ユースできるパネルを選別後、中古品とし
て国内、海外向けに販売しております。ま
たリユースできない場合、金属やガラスな
どの素材ごとに分離し、それぞれの素材と
してリサイクル処理致します。NEDO の【太
陽光発電リサイクル技術開発プロジェク
ト】で採択された、ホットナイフ分離法に
より素材ごとに分解し、リサイクル率を向
上させ、環境負荷を低減します。

これからも浜田は、太陽光パネルリサイ
クルを通じて「環境ソリューションのファー
ストコールカンパニー」となることを目指
して参ります。

	 （㈱ 浜田　山本  隆之  記）

産 業 資 源
循 環 情 報

No. 23

株式会社 浜田

太陽光パネルリサイクル

太陽光パネルをリユースして作ったリサイクルフロー図 装置メーカーと共同開発したアルミニウム除去装置
アルミフレームとジャンクション BOX を同時に取り外す

投　稿

消された布製マスク
専務理事　木村尊彦

１　効果的なマスクの装着方法とは？
○	令和３年５月８日の朝日新聞に次のよ

うな記事があった。厚生労働省の専門
家組織及び同座長は５月６日に、

・不織布を使ったマスクの着用を改めて
推奨している。

・布やウレタン製では、飛沫を防ぐ効果
が低くなると指摘した。

・２重マスクで隙間を減らすことができ
れば効果が高まると説明した。

○	２重マスクといっても
・不織布マスクを２つ装着する
・口元に不織布マスク、外側に布やウレ

タンマスクを装着する
・口元に布やウレタンマスク、外側に不

織布マスクを装着する
・布やウレタンマスクを２つ装着する

	 と様々なパターンがある。
	 不織布を 2 枚装着すると、空気抵抗が

大きくなり隙間から漏れてしまう、と

いうことも聞いたことがあるので、「隙
間を減らすことができれば効果が高ま
る」を実現するにはどうすればいい？

○	同上の朝日新聞では、スーパーコン
ピュータの計算では２重だと顔と隙間
ができ、効果は１枚の場合とあまり変
わらないとされていた。とあるので、
不織布マスク１枚を正しく装着するこ
とを先ずは徹底することか？経済的だ
し、廃棄物発生量も減らせるし？

２　布製マスクはどうなった？
○	という前置で、国の新型コロナウイル

ス感染症対策本部決定「新型コロナウ
イルス感染症対策の基本的対処方針」
を見てみよう。

	 ずっと布製マスクの普及を進めると書
いてあったが、やっと令和３年５月７
日になって、この文言が消えた。

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針

布製マスクの表現 不織布マスクの表現
令和3年
　4月1日

P44　また、政府は、繰り返し使
用可能な布製マスクの普及を進め
る。 

なし

令和3年
　4月23日

P48　また、政府は、繰り返し使
用可能な布製マスクの普及を進め
る。 

P17　・不織布マスク等の感染予
防策の効果や隙間が出来ないよう
な着用方法の周知。

令和3年
　5月７日

なし P18　・不織布マスク等の感染予
防策の効果や隙間が出来ないよう
な着用方法の周知。 
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顔面への密着 フィルタの密度 飛沫吸引防止 飛沫飛散防止 呼吸しやすさ 快適さ/蒸し暑さ

不織布マスク △ ◎ ○ ◎ × △

布マスク △ △～○ △ ○ △ △

ウレタンマスク △ △ △ ○ △ ○

マウスシールド × × × × ◎ ◎

フェイスシールド × × × △ ◎ ◎

ネックガード △ △ △ ○ ○ ○

取替え式防じんマスク ◎ ◎ ◎ ◎ × ×

使い捨て式防じんマスク ○ ◎ ◎ ◎ × △

建設現場の管理者、労働者の皆様へ

建設現場における熱中症予防と新型コロナウイルス感染防止
～建設現場におけるマスク等の正しい選び方、使い方について～

建設現場で必要な対応
混在作業が行われる建設現場では、マスク等の着用も含め、一人ひとりの感染防止に

向けた対応が職場全体の感染リスクを抑えることにつながります。
換気の悪い屋内空間において複数人で作業を行う場合にはマスク等を着用する必要が

ありますが、単独作業の場合や屋外で他の作業員と十分な距離（２ｍ以上）が確保でき
る場合などでは、熱中症予防の観点からマスク等を外した方がよい場合も考えられます。
熱中症予防に配慮した上で、感染防止を図るには、｢マスク等を着用する場面｣、｢マス

ク等の選び方｣、｢正しい着用方法｣を作業員一人ひとりに徹底することが重要です。

作業に応じたマスク等の選び方１
①マスク等の種類と特性
マスク等は、飛沫の飛散防止、飛沫の吸入防止のために着用するものですが、様々な

種類のものがあります。市販の不織布マスクをはじめ、一般に使用されているマスク等
を建設現場で使用すること想定した場合の特性をまとめると次のとおりです（※1）。

②マスク等を着用すべき場面
建設現場における作業は、単独作業や他の作業員と十分な距離（２ｍ以上）をとって

行われる場合がある一方、｢朝礼｣や｢作業工程の確認｣などのほか、｢休憩・食事｣、｢工事
用エレベータでの集団での移動｣など、作業員同士が近くに集まる場面もあります。
管理者は、個々の作業が行われる状況を踏まえ、マスク等を着用すべき場面を特定し、

作業員一人ひとりに周知してください。

都道府県労働局・労働基準監督署

（※1）令和２年度厚生労働科学特別研究事業｢建設現場での作業等におけるプロテクタの選定・使用ツールキットの開発に関する調査研究｣をもとに作成したもの。
調査研究は一部の製品を対象として測定を行った結果を取りまとめたものであり、個々の製品によっては上記の表とは特性が異なる場合があります。

（※2）一定の作業の際は、労働安全衛生関係法令に基づき、防じんマスクの着用が義務付けられています。

｢◎：優れている｣､｢○：良好｣､｢△：普通｣､「×：やや劣る｣

（※2）

（※2）

はい

いいえ

はい

いいえ

作業中に他の作業
員と接近すること
がない 作業中に

マスク等の着用が
必要

作業中に
マスク等の着用は

不要

他の作業員とは会
話せず、接近は短
時間である

マスク等着用の
｢必要｣、｢不要｣は
｢場面の切替わり｣
によっても変化す
ることに注意
（裏面の１④参照）

ここがポイント！

③作業負荷とマスク等着用による熱中症リスク
マスク等の着用による新型コロナウイルスの感染防止効果や熱中症発症リスクについ

ては、現時点では定量的に明らかになっていませんが、令和２年度に実施した研究（※）
の結果、以下のようなことが分かっています。
①マスク等の着用により呼吸時の負担感が増加し、飛沫飛散防止等の効果が高いもの

では息苦しさを強く感じる
②軽い負荷の運動では、マスク等の有無により深部体温の上昇には差がない
③マスク等の内部の「酸素濃度の低下」、「二酸化炭素濃度の上昇」が見られた
（軽い負荷の運動では血液中のガス濃度に影響はないが、高負荷作業には注意が必要）

現場管理者の役割３
①計画段階での検討
計画段階から、換気の悪い室内での作

業や作業員同士が接近する機会を減らす
よう努めましょう。
（例）朝礼の工夫、作業時間帯や休憩時間の分散、

マスクを外せる休憩場所の確保 等

②現場でのルール化
熱中症予防と感染防止に向けた現場の

ルールを定め、徹底しましょう。
（例）マスク等を着用すべき場所の掲示、休憩場所

の使い方、職場外での留意事項 等

④マスク等の選定に当たっての考え方
〇 マスク等の選定に当たって考慮すべき事項

飛沫飛散防止等の効果が高いマスク等を着用していても、作業中の息苦しさを和ら
げるため、顔とマスク等との間に隙間を作った場合には感染防止効果が低下します。

マスク等の選定に当たっては、①作業負荷のほか、②作業時の人との距離、③作業
場所の状況、④連続作業時間、⑤コミュニケーションの取りやすさなどにも留意しま
しょう。

〇 マスク等が必要な場面への備え
休憩や昼食、作業連絡、車両やエレベータでの移動などの際に他の作業員と十分な

距離が確保できない場合には、マスク等の着用が必要になります。マスク等の着用が
不要な作業であっても、「場面の切替わり」に備え、マスク等を携帯しましょう。

マスク等の正しい付け方と効果２
作業中の息苦しさから｢あごに掛ける｣､｢鼻を出す｣など､正しい方法で着用しなかった

場合、マスク等の感染防止効果が低下します。マスク等は正しい方法で着用し、息苦し
さなどを感じた場合にはマスク等を外せる環境で休憩をとるようにしましょう。

（※）令和２年度厚生労働科学特別研究事業「建設現場での作業等におけるプロテクタの選定・使用ツールキットの開発に関する調査研究」

マスク等を着用しない、又は飛沫飛散防止効果が低いマスク等を着用して作業を行っ
た場合、作業対象や工具等に飛沫が付着する可能性が高まります。複数の作業員が共用
する工具等や操作盤などについては接触感染防止のため、こまめに消毒しましょう。

⑤マスク等の着用状況と接触感染

顔のサイズに合ったマスクを選び、
頬やあごとの間に隙間をつくらない

「上下」、「裏表」など、正しい向
きで着用する

不織布マスクの場合、ノーズフィッ
トを鼻の形に合わせて折り曲げ、息
の漏れをなくす

破損した場合や汗を吸って息苦しさ
を強く感じるようになった場合は新
しいものに交換する

鼻や口をしっかりと覆う（息苦しさ
から「あご」に掛けたり「鼻」を出
したりしない）

上

下 外側のプリーツは下向き

ノーズフィットのある方が上
大きすぎて
す き 間が
空いている
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何処で 何をしている時 何がどうした 改善事項

１

一般道で 走行中 前方の集配バイクが出
発態勢であることを確
認したので、徐行し自
車の前に進路を譲り加
速しようとしたところ、
バイクがいきなりふら
つき転倒しそうになり、
自車の前方に集配物を
バラ撒きヒヤリとした。

バイクに限らず自転車、歩行
者（特に小さい子供や高齢者）
はどの様な動きをするかわか
らないので、いつも以上に間
隔を取るなどの防衛運転で危
険回避をする。
郵便配達・新聞配達・宅配の
バイクや自転車等、安全な間
隔を確保する。

２

ガソリンス
タンドで

ホイルローダー
の給油を終え、
スタンドから
バックしている
時

転がっていた塩ビ管を
ホイルローダーが踏み
そうになりヒヤリとし
た。

スタンドからバック走行で出
る際は誘導者についてもらう。
動線を掃除してから出るよう
にする。

３

工場内で ダンピングヤー
ドでホイルロー
ダーで動線確
保中

紙が飛散しヒヤリとし
た。

飛散物は重い物でカバーし飛
散防止する。
紙類はフレコンなどに入れ飛
散防止する。

規程で目指す減らそう労災増やそう安全守ろう皆の未来
〈全産連〉労働安全衛生標語入賞作品　「佳作」

「ヒヤリ・ハット」の事例がございましたら、協会までお寄せください。

身近なヒヤリ・ハット事例 Part146

上の太線で囲まれている事例３について状況を想定して解説してください。
図やイラスト等を用いても構いません。B5版１ページ。
優秀作品は協会機関誌に掲載します（匿名可）。
大真面目な回答、ロボット同士の会話や月面での作業などユニークなものでも結構
です。
応募者の中から選考して優秀作品最大２作品にはクオカード１枚を進呈します。
ご応募お待ちしております。　　　締切　令和３年８月３１日（火）
◆応募先　協会事務局「ヒヤリ・ハット」事例担当　
	 メールでご提出ください。
	 Mail   info@tosankyo.or.jp

（令和 3 年 6 月 9 日現在）

月 日 曜日 行事予定 備考

7

5 月 収集運搬委員会・中間処理委員会　合同委員会  １４：００～
協会会議室
　＋Ｗｅｂ会議

7 水 人材確保プロジェクト　１４：００～１６：００ ＊Ｗｅｂ会議

9 金 建設廃棄物委員会　１４：３０〜１６：００ 協会会議室

13 火 全産連　；　理事会　

14 水
広報委員会　１０：００～ 協会会議室

三役会議　／　常任理事会　 ／　第６９回理事会 協会会議室

16 金
全産連　；　第１回 全国正会員事務局責任者会議
	 　１３：３０～１６：００　 　（7/2㈮より変更）

＊Ｗｅｂ会議

19 月 医療廃棄物委員会　１５：００～１６：３０ 協会会議室

29 木 青年部　幹事会　　１４：００～１６：００ 協会会議室

8

11 水 広報委員会　１０：００～ 協会会議室

19 木
「適正処理・資源循環懇談会」　１４：００〜１６：００ 外部会議室

女性部　幹事会 協会会議室

表紙の言葉
●今月の写真：  ［東京 2020］東京モノレールキッズギャラリー号（品川区主催）

品川区と東京モノレール㈱（協賛）は、東京 2020 大会支援企画として「東京モノレー
ルキッズギャラリー号」を運行しています。品川区在住の児童 889 名がメインテーマ

「東京へようこそ」に沿って描いた大会イメージ絵画を、品川区所在の短大・高専・高
校の学生、生徒が編集デザインし、車両にラッピングしたものです。各車両はサブテー
マ「３つの夢」（オリンピック競技・スポーツへの夢、世界の人と仲良くなる夢、日本
の文化を紹介発信する夢など）で彩られています。

詳細は☞ https://www.tokyo-monorail.co.jp/news/pdf/press_20200318.pdf

●撮影者： 塩沢 美樹（機関誌編集担当）  ●撮影日： 令和3年5月23日
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近年、温暖化が加速し、今までの経
験則が通じない状況が来ると聞く。こ
れからの台風・豪雨災害には十分な警
戒が必要となり、さらには真夏の猛暑
を警戒しなければならない。一方、コ
ロナ（COVID-19）感染拡大による度重
なる緊急事態宣言の発出により、皆様
方もテレワークが増えているのではな
いだろうか。そのせいか最近お腹周り
が気になってきた。もっとも、家飲み
が増えたせいもあるだろう。この週末
に娘が外出自粛続きで気晴らしにと散
歩に誘ってきた。もちろん OK、親子交
流のチャンスである。二人で神田川沿
いの遊歩道を歩くとみんな運動不足な
のかジョギングをする人が多い。結構、
休憩用のベンチもあり、こんなところ

に小さな緑地や運動公園もあったのかと新たな
発見も多く、新緑の中、緑道の草花等、自然を
感じ気分も和らぎ心地いい。そろそろ戻るかと
思ったところ、大きく広がる芝の公園が出現し驚
くとともに爽快な気分だ（後にここがワクチン接
種会場になることを知った）。戻る途中にも川を
流れる水の音を聞きながら歩き区保護樹林の竹
林を発見する等、いつも会話が成り立たない娘
とも話が弾んだ。娘も散歩いいね、毎週末に色々
なコースで散策してみようと約束した（その後、
誘われることは未だにないが…）。これでお腹周
りがスッキリすればと思う。早くマスクを外し思
い切り新鮮な空気を吸いたいものだ。

さて、事務局では、感染防止対策としてテレ
ワーク勤務、時短業務を継続させていただいて
おります。今年度は主に Web での委員会活動
をしており、5 月には京都大の浅利准教授から
SDGs についてのオンライン講演をライブ配信す
る等、新たな研修会の取組をしているところです。
今後についても会員の皆様にワクチンが行き渡
りコロナが終息するまでの間、安心安全な会員
事業に取り組んでまいりますのでご理解ご協力
の程、よろしくお願い致します。	 （鈴木）

７月１日から７日は、第９４回全
国安全週間です。令和３年度スロー
ガンは、「持続可能な安全管理 未来
へつなぐ安全職場」です。昭和３年
から続く毎年のスローガンを通して、
時代の背景や変化の経緯が読み取れ
ます。今年は、持続可能と未来とい
う言葉が選ばれました。現在の課題
解決は当然のこととして、未来のあ
るべき姿に向けた発想の転換や新た
な施策が求められているのだと感じ
ます。

しかし、残念ながら廃棄物処理の分野では、
高い労働災害率が続き、足元の問題解決の糸
口が見えていません。以下、最新のデータ（平
成３１年）です。度数率は、全産業の１．８０
に対して、廃棄物処理業が６．９９で約４倍。
強度率は、全産業の０．０９に対して、廃棄物
処理業０．１７で約２倍の結果でした。

東京消防庁による令和３年度危険物安全標
語は「危険物  しっかりまもろう  使い方」です。
啓発ポスターには４つの注意すべき事例が挙
げられていますが、半分となる２つが廃棄物
由来の火災事故です。ポスターをご覧になる
には「東京消防」でネット検索してみてくだ
さい。（本誌第３６９号にも掲載）

東京消防庁管内で起きた危険物施設におけ
る火災による重大事故件数（平成元年～２６
年）の合計は３１件でした。そのうち１３件

（４１．９％）が産業廃棄物処理施設・ごみ処
理施設で発生していて、業種別では最も多く
なっています。

当協会においても安全衛生の研修などを継
続してきましたが、未だ足りていません。今
号のセミトップに、当協会の「令和３年度労
働災害防止計画」を掲載しました。業界団体
として協力し合いましょう。
＊第３６８号で会員の皆様に広告主の募集を
行ったところ、早速ご応募いただき本誌 27 ペー
ジに掲載いたしました。ありがとうございます。
引き続きご応募お待ちしております＊	 （森）
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